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導入促進基本計画

１ 先端設備等の導入の促進の目標

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等

当町は、人口６，６４４人（令和５年１月３１日現在）の町であり、年少（０～１

４歳）人口、生産年齢（１５～６４歳）人口、高齢者（６５歳以上）人口はぞれぞれ

５６９人、３，４３７人、２，６３８人となっており、町の人口に占める割合は、そ

れぞれ８．５６％、５１．７３％、３９．７１％となっている。

古くは農業を中心として発展した町であったが、明治４４年秩父鉄道開通後、商

業・工業が発達するのに併せ観光産業が発展した。現在では、輸送用機械器具製品製

造業や電気機械器具製造業といった製造業や観光資源を活かした観光産業などの第

二次産業及び第三次産業が主体となっている。

（２）目標

当町の人口は、令和２年の国勢調査によると昭和６０年の８，９６３人をピークに

緩やかに減少していたが、次第に減少幅が大きくなっており、令和２年には６，８０

７人となった。また、年少（０～１４歳）人口、生産年齢（１５～６４歳）人口は減

少にある一方で、老年（６５歳以上）人口は増加の一途を辿っている。人口増減率を

平成２７年の国勢調査結果と比較すると埼玉県の人口増減率が１．１％であったのに

対し、当町は－７．０％となっており、県内の中でも人口減少が顕著に現れている地

域である。

こうした状況の中、当町では人口減少を克服し、活力ある長瀞町を今後も維持する

ため、町の基幹産業である観光産業や６次産業をはじめとした多彩な形態の産業振興

に取り組み、町内の就労の場を増やすとともに町内企業の労働生産性の向上に係わる

支援を図る必要がある。

今回の中小企業等経営強化法第４９条第１項に基づく導入促進基本計画の計画期

間内において、３件の先端設備等導入計画の認定を目標とし、国の方針に従い町の経

済産業を牽引している企業の支援を行う。

（３）労働生産性に関する目標

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。

２ 先端設備等の種類

長瀞町は、町内で操業する企業のあらゆる業種の幅広い活動を支援するため、先端

設備の種類を限定することなく、本計画において対象とする設備は、中小企業等経営

強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。



ただし、太陽光発電設備に関しては、景観や環境に配慮し、町内の自己の所有に属

する建物に設置するものに限るものとし、それ以外の設備（土地に自立して設置する

ものなど）は対象としない。

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項

（１）対象地域

輸送用機械器具製品製造業や電気機械器具製造業といった製造業に携わる企業及

び、町の基幹産業である観光産業等が長瀞町の経済産業を牽引していることから、本

計画の対象地域は、当町の全域とする。

（２）対象業種・事業

輸送用機械器具製品製造業や電気機械器具製造業といった製造業に携わる企業及

び、町の基幹産業である観光産業等が長瀞町の経済産業を牽引していることから、本

計画の対象業種及び事業等については、全てとする。

４ 計画期間

（１）導入促進基本計画の計画期間

国が同意した日から２年間とする。

（２）先端設備等導入計画の計画期間

３年間、４年間又は５年間とする。

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項

・人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用

の安定に配慮する。

・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先

端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。

・町税を滞納している者は対象者から除く。


